進む施策　でも、まだ変えられない親心
福岡市手をつなぐ育成会保護者会　下山　いわ子

【親なき後も、生涯ひとりの人として尊厳もって安心して生活してほしい】
知的障がいのある人の家族として生きることは、不幸なことではありません。むしろ、生命の尊さ・人として生きることなど深く考える良い機会が与えられる良い人生を生きることができると言っても言い過ぎではありません。
しかしながら、人の支援無くしては暮らしにくい人たちであるため、親がいなくなった時の目の前のわが子を想像することは、この身が引き裂かれるように辛く苦しいことです。
現実には、老いていく親であり、親ではないきょうだいであっても、どんなにその人のそばにいて守ってやりたいと望んでも、有限の存在である私たちは、自然の摂理には逆らえません。
安心して託せるところがあれば、知的障がいのある人の家族になれたことを幸せに感じて、今を生きることができます。
本人が安心して生活できるところがある事が、親の安心であり何も思い残すことなく逝けるのです。

これは、当会が2013年度に「保護者の望む終の棲家」についての思い（願い）をまとめた中の一文です。
9年前の思いになりますが、わが子を思う気持ちは、今も変わりないなぁと思います。それは残念なことで、「親なき後」について、まだまだ見通しをもてない状況ということになります。
そして今、2021年の当会アンケート結果から、親の望む思いと本人の望む思いに違いがあることも明らかになりましたので「親の安心だけではなく、本人の意思が尊重されるように」と「家族もひとりの人として今を幸せに感じられるように」という追加の思いがあります。
障がい福祉は変化している
　2013年度と言えば、日本が障害者権利条約に批准した2014年1月の年度です。障害者権利条約では、「障がいのある人が他のものと平等であることを基礎とする」「社会モデル（「障がい」は社会的障壁が作り出していて、障がい者自身の心身機能の問題ではない、という考え方）の推奨」「当事者抜きに決めない」等の理念があります。
日本国憲法98条に「国が締結した条例を遵守すること」とありますから、批准のために様々な法律が改正、施行されました。障害者基本法の改正（2011年8月）、障害者総合支援法の成立（2012年6月）、障害者差別解消法の成立お呼び障害者促進法の改正（2013年6月）、など。
　そして、条約に基づき、どんな取り組みをしたのか、取り組みによる成果などの報告を国連に提出しなければなりません（条約第35条）。
報告は、障害者権利条約の実施に関する国際的監視の枠組みといえる障害者権利委員会によって審査され、提案や勧告が行われます（条約第36条）。
その障害者権利委員会による審査が今年8月に行われ、9月に日本の取り組みについての総括所見・改善勧告が公表されました。
内容は、障がい者の人権に関する理念や差別的取り扱い、教育等多岐に渡り、評価された点もありましたが、課題とされる点が多くありました。指摘として、精神科医療の強制入院の廃止や正垣基礎年金の見直し、インクルーシブの観点からの分離教育や福祉的就労の場の検討等がありました。
　総括所見・改善勧告に対して、日本政府は、法的拘束力はありませんが、真摯に向き合う対応が求められます。
　次の審査は2028年です。これから、さらに障がい者施策についての協議が進むことになります。
　所見や勧告について、私たちが自身の暮らしと照らし合わせて、丁寧に検討する必要もあるのです。
わかりやすい情報発信が必要
　障害者権利条約に日本が批准したことで、ずいぶん変化しています。
情勢や法律は、私たちの暮らしに直結していますから、私たちも私たちの思いを叶えるためには、私たち自身が動向を知り、思いを伝えていくことが今後さらに重要です。
　ただ、「難しい」です。わかりやすい情報を発信していかねば、と思います。
みんながかけがえのない存在
　前段に戻りますが、障がいのある人も家族もひとりの人として尊厳を持って幸せに生きていくには、障害者権利条約の理念の実現ではないかと考えます。実現するには、障がい福祉関係者だけでなく、社会全体で考える土台作りが必要です。
　障がい者を優遇してほしいのではありません。社会的障壁を減らすには、社会全体で一緒に考えないと実現できないのです。
　世の中、障がいのある人と障がいのある人になるかもしれない人、と考えると障がいについて関係のない人はいません。
　いろんな人がいるから、いろんな気付きがあって、いろんな工夫が生まれて、暮らしやすい社会になっています。ひとりひとりだれもがかけがえのない存在なのです。
　みんなが、自分自身とお互いをかけがえのない存在だと認め合って大切にする、楽しく暮らせる社会だといいなと思います。一緒に考えてもらえませんか。
　
